
様式１

宮城県土木部　H24.3.1

■土木部BCP 点検・応急復旧

災害対応

■災害査定

災害査定 ●浸水区域外 ●浸水区域内

■道路施設

交通規制解除

道路施設復旧

通常査定

協議設計 ～H27

変更前：H23.9.5　変更後：H24.3.1東日本大震災　公共土木施設等　復旧・復興工程表（目標）【変更対照表】

第３四半期 第４四半期

　土木部BCPに則り，発災直後より非常配備体制をとり，施設点検，災害情報発信を行い，緊急輸送道路の確保に向けた応急
復旧工事等を行った。発災１ヶ月後となる４月からは本格復旧工事に着手し，通常業務も再開した。

　被災原因が地震動のみにより被災した区域（陸域）については５月から，津波により被災した区域（浸水区域）については９月から
災害査定を開始し，年内に完了した。今後は早期復旧を図る。

　緊急輸送道路については，ＧＷ前に少なくとも片側交互通行を確保し，６月末までに通行規制を解除した。その他の道路につい
ては，６月末までに少なくとも片側交互通行を確保し，年内には通行規制を解除することを目標に，復旧を進めていく。　（落橋等の
重大損傷及び大規模な法面崩壊等の被災箇所の一部を除く）
　沿岸浸水域についても，基本的には同様の目標とするが，本復旧に当たっては，必要に応じまちづくり計画との調整に基づいて対
応を検討する。
　基本的には、通常査定箇所は平成２４年度までに、協議設計箇所は平成２５年度までの復旧を目指し、まちづくり計画等と事業
調整を必要とする箇所については平成２７年度までの復旧を目指す。

第１四半期 第２四半期第２四半期 第４四半期第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期１１月 第１四半期 第２四半期 第３四半期１２月 １月 ２月 ３月 第１四半期６月 ７月 ８月 ９月 １０月
完了時期 変　更　内　容

３月 ４月 ５月

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

浸水区域外 浸水区域

復旧工事着手／通常業務も徐々に再開

緊急輸送道路 その他の道路

応急工事・本復旧工事（他事業との調整が伴わない個所）

本復旧工事（まちづくりとの調整・大規模な橋梁）応急工事・本復旧工事（他事業との調整が必要な個所）協議設計 H27

■河川施設

河川施設 本復旧（概ね２箇年で復旧完了） 本復旧（概ね２箇年で復旧完了） ～H27

■海岸保全施設

海岸保全施設 本復旧（概ね５箇年で復旧完了） ～H27

■ダム施設
　洪水期終了後のＨ２３年１０月から１カ年で本復旧を完成させる。 ダム施設 本復旧（概ね１箇年で復旧完了）

■砂防・地すべり・急傾斜地崩壊防止施設
　地震による地盤の緩み等に対して住民の安全安心を確保するため，応急対策を実施し，災害査定を完了したものから順次，災
害復旧工事に着手する。 砂防関係施設

■港湾施設

仙台塩釜港，石巻港，松島港，気仙沼港

岸壁，道路等
～H24
～H25

岸壁完了時期の見直し：H24末→H25末
【理由】事業量の精査，及び，労務，建設資材の不足を考慮

防潮堤等
～H24
～H25

防波堤完了時期の見直し：H24末→H25末
【理由】まちづくり復興計画との調整，事業量の精査，及び，
労務，建設資材の不足を考慮

女川港他地方港

岸壁，道路等

応
急
仮
工

～H25 岸壁・道路等の着手前倒し：H24第1四半期→H23.12月

　三陸南沿岸及び仙台湾中部沿岸については，台風期前のＨ２３年８月中までに瓦礫撤去，堤防仮復旧を行った。本復旧につい
ては引き続き５カ年程度で完成させる。仙台湾南部沿岸については，国土交通省が復旧を進めていく。

　仙台塩釜港・石巻港・松島港・気仙沼港については，被災が比較的軽微な施設の応急復旧を急ぐとともに，査定直後から本格
的な復旧工事に着手して，平成２５年度内の完全復旧をめざす。破堤した防潮堤等は応急復旧を急ぐとともに，査定後本格的な
復旧工事に着手して，平成２５年年度内の完全復旧をめざす。
　女川港・その他の地方港湾について，特に壊滅的被害のあった女川港湾口防波堤は，査定後本格的な復旧工事に着手し，そ
の他の施設については，港湾背後の市街地が壊滅的な被害を受けていることから，地元自治体のまちづくり復興計画との整合を図
りながら着実に復旧を進めていく。
　荷主や船主などの港湾利用者に対し，港湾物流機能の復旧状況について正確な情報を提供し，引き続きポートセールスを積極
的に展開していく。

　浸水区域外の河川については，出水期前のＨ２３年５月末までに応急復旧を実施した。本復旧については概ね２カ年で完了させ
る。浸水区域の河川については，台風期前のＨ２３年８月中に堤防補強を行った。本復旧については引き続き５カ年程度で完成さ
せる。貞山運河はＨ２４年度の早い時期に復興計画を策定し復旧を図っていく。

応急工事

応急工事 本復旧工事（概ね５箇年でまちづくりを考慮した復旧完了）

本復旧工事（概ね５箇年でまちづくりを考慮した復旧完了）応急工事

本復旧工事（概ね１箇年で復旧完了）

本復旧工事

応急工事 本復旧工事

応急工事

応急工事

本復旧工事（まちづくりとの調整 大規模な橋梁）

本復旧工事

本復旧工事

応急工事 本復旧工事（他事業との調整が必要な個所）

本復旧工事

本復旧工事

変更前

本復旧工事

変更前

変更前

防潮堤等 ～H27

■仙塩流域・阿武隈流域・北上川下流東部下水道

処理場

汚水
処理

管　渠

■仙台空港

●空港ビル完全復旧（仙台空港ビル：9/25）

（7/25）国内定期便再開● ●ソウル・グアム定期便再開（9/25ソウル便、10/2グアム便）

●台北定期便再開（10/30） ●上海・大連／北京定期便再開（3/25上海経由便、3/27大連経由便）

■仙台空港アクセス鉄道

（7/23）名取美田園駅間運行● ●（10/1）全線運行

■りんくうタウン

公共施設等復旧 がれき撤去 （がれき撤去後は道路，公園，防災調整池等の修繕実施）

区画整理事業 換地計画認可● ●換地処分公告 登記完了● ●区画整理組合解散認可

■都市公園

　りんくうタウン内の美田園地区は被災が軽微であったので，換地処分等の作業・手続きを予定通り進め，平成23年度中の解散を
図る。同時に引き続きまちづくりの成熟を支援していく。

　仙台空港は，米軍，自衛隊等の協力により漂流物の迅速な撤去が行われ，４月１３日に国内線の暫定運航を再開した。仙台
空港ビル㈱においても，空港ビル内外装や電気機器設備等の復旧を進め，７月２５日には国内定期便の運航を再開，国際線の
運航が行われる状態まで機能が回復した。復旧工事と並行して，海外の航空会社等にも復旧状況等のＰＲ，エアポートセールスを
展開する。９月２５日，震災後約半年間で空港ビル完全復旧，ソウル線定期便再開し，これ以降順次，国際定期便が運航再
開，再開の決定が発表された。今後，長春線の早期再開や新規路線開設等に向けたエアポートセールスや利用促進の取組を展
開する。

エアポートセールス等

加瀬沼， 公園完了時期変更：H23年度末→H24年第2四半期～H23

空港ビル

　仮置きされている瓦礫の撤去が完了次第，速やかに復旧工事に着手する。津波対策として築山等を活用した避難場所の整備
も併せて行うこととし Ｈ２５年度内に復旧工事を完了する。

　出水期前の６月までに主ポンプを復旧して処理場での揚水能力を確保し，沈殿・消毒による簡易処理を行った。７月からは簡易
ばっき処理を行い，水質を向上させた。平成24年度上半期から段階的に高級処理（生物処理）に切り替え，平成25年度末までに
完全復旧を図る。
　各処理場とも地盤沈下に伴う浸水対策を関係部局と連携して進める。

　7月23日に名取～美田園間が一部再開し，10月1日には全線運行再開した。震災による運休により鉄道会社の経営状況が一
層厳しさを増したことなどから，抜本的経営改善策である「上下分離策」を10月19日に実施した。
　今後は，鉄道会社の自立的な経営安定化を目指し，引き続き利用促進を支援する。

アクセス鉄道

応急工

復旧工事

応急工 主設備復旧工事

応急，瓦礫撤去

応急工事

本復旧工事

その他工事

主ポンプ 施設復旧工事

簡易生物処理開始沈殿・消毒

名取～美田園間復旧工事 空港駅工事 仙台空港アクセスｔ鉄道の自立的経営に向けた利用促進を支援

高級処理（段階的に開始）

変更前

定期便早期再開等に向けたエアポートセールス及び空港利用促進 定期便増便・新規路線開設等に向けたエアポートセールス及び空港利用促進

本復旧工事（女川湾口津波防波堤）

本復旧工事 本復旧工事

～H26
～H25

緑地完了時期変更：H26第2四半期→H25年度末
【理由】ガレキ撤去時期が速まる予定となったこと及び支障の
無い区域の工事着手を行うことにより，完了時期が1年短縮と
なるもの

■仙台港背後地
　地区内道路の災害廃棄物撤去と応急工事は完了。本復旧は埋設下水道管の復旧と調整しながら行うこととなるが，復旧工事
による地区内利用者への影響を最小限に抑えながらH２４年度上半期に完了させる。 街路，下水道，宅地

■応急仮設住宅
　必要とされる22,095戸を12月26日までに完成した。

仮設住宅建設
仮設住宅完了時期延期：H23.10月末→H23.12月末
【理由】気仙沼市より追加建設の要請があったもの

■建築制限・まちづくり

建築制限

都市計画法地域指定

復興まちづくり事業 ～H29

■応急危険度判定（建物・宅地），り災証明書交付支援

３月１２日～５月３１日

４月１日～９月３０日

■住宅の応急修理 市町村説明会・県民への制度周知

応急修理 ●●応急修理

応急危険度（建築・宅地）

応急修理完了時期：H23.10月末→H23年度末
　市町村の「被災住宅相談窓口」や避難所等で周知を図るとともに，県民からの相談に応じるなど，市町村の取組への積極的な
支援を行う

総合運動公園 【理由】台風15号による増破のため着手時期が遅れたもの～H24

り災証明書交付支援

　甚大な津波被害を被った沿岸市町の一部の区域について，復興の妨げとなる無秩序な建築行為等を防ぐために建築制限を実
施し，地元の意向を踏まえた復興まちづくり計画を県が主体となって策定し，復興に向けたまちづくり事業を支援していく。

　市町村の要望に応じ，被災建築物の応急危険度判定，被災宅地の危険度判定，り災証明に係る調査を実施し，積極的な支
援を行っていく。

多賀城，岩沼，
矢本緑地

も併せて行うこととし，Ｈ２５年度内に復旧工事を完了する。
自衛隊等活動

閉 園 本復旧工事（1.5年）

災害廃棄物撤去・応急工事 本復旧工事

被災市街地における制限

被災市街地復興推進地域

被災市街地復興土地区画整理事業等

応急危険度判定

応急修理

ガレキ仮置き

建設工事

２カ月延長

り災証明交付支援

建設工事（県分：9月中旬，女川町分：10月）

建設工事

変更前

本復旧工事

変更前

閉 園

本復旧工事（2年）

変更前

●

■県有建築物等

東部土木事務所等 改修工事

その他施設 ～H27

　被災した県有建築物の早期復旧を目指して，計画的に復旧工事等を進めていく。

応急修理完了時期 月末 年度末
【理由】市町村の受付期間の延長によるもの。

支援を行う。

応急・復旧工事

応急・復旧工事

応急修理
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